
②仕様書改定案（機能要件）に関するご意見

No. 修正前 修正後 分類（選択肢から選択） 詳細
大分類

（事務局方針）

中分類

（変更管理）

構成員（WT）

確認
対応内容

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など
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他の地方団体で標識交付を行った車両について、廃車申告内

容を管理（設定・保持・修正）できること。

＜他の地方団体標識車両の廃車申告情報＞

申告年月日

異動年月日（廃車年月日）

事由

他の地方団体情報（地方団体名、課税物件異動通知書送付年

月日）

旧所有者（氏名（名称）・住所（所在地））

旧使用者（氏名（名称）・住所（所在地））

旧標識番号

また、以下の項目については自団体における新規登録の内容

と共通した内容で登録ができ、個別に修正もできること。

＜他の地方団体の車両情報＞

種別

車台番号

車名

総排気量又は定格出力

排気区分

型式

型式認定番号

原動機型式

他の地方団体で標識交付を行った車両について、廃車申告内

容を管理（設定・保持・修正）できること。

＜他の地方団体標識車両の廃車申告情報＞

申告年月日

異動年月日（廃車年月日）

事由

他の地方団体情報（地方団体名、課税物件異動通知書送付年

月日）

納税義務者情報（氏名（名称）・住所（所在地））

旧標識番号

また、以下の項目については自団体における新規登録の内容

と共通した内容で登録ができ、個別に修正もできること。

＜他の地方団体の車両情報＞

種別

車台番号

車名

総排気量又は定格出力

排気区分

型式

型式認定番号

原動機型式

④：現行事務処理・現

行機能の踏襲

現在の事務では、自治体間で軽二輪・小型二輪の課税物件異

動通知書の発行を行っていません。

当要件内の項目に型式認定番号が含まれてしまっているよう

に、原付と二輪で管理が必要になる情報が異なるため、当要

件は原付・小型特殊に限定した要件とし、（今後自治体で軽

二輪、小型二輪の課税物件異動通知書発行が必要になるので

あれば）軽二輪、小型二輪の同要件は別機能IDとして設けた

方がよいと考えます。

同上

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している機能

事業者 要検討 要検討 照会

当該機能「他の地方団体で標識交付を行った車両について、廃車

申告内容を管理（設定・保持・修正）できること。」について、

機能要件を「小型二輪及び軽二輪」と「原付及び小型特殊」に分

けて定義すべきかご回答ください。

※「二輪車等に係る申告手続きの簡素化への対応」のため、小型

二輪、軽二輪についても他の地方団体の情報が必要となります。

賛成 賛成

どちらでも問題はありませんが、

自治体が登録機関となる原付及び

小型特殊と標識回収の要否等で処

理フローが全く異なるため、分け

て定義した方がよいと思いまし

た。

賛成 その他

当市が現在使っているシステムの

事業者に確認した結果、機能要件

を「小型二輪及び軽二輪」と「原

付及び小型特殊」に分けて定義し

なくても「二輪車等に係る申告手

続きの簡素化への対応」ができる

とのお話でした。そのため、当市

では分けて定義する必要はないと

考えます。ただし、「二輪車等に

係る申告手続きの簡素化への対

応」にあたり、全国の自治体で機

能要件を分けて定義しなければ対

応が難しい自治体があるのであれ

ば、機能要件を分けるべきだと考

えます。

賛成
分けて定義することが運用上望ま

しいと考えられるため

「小型二輪及び軽二輪」と「原付

及び小型特殊」に分けて定義すべ

き

賛成

意見にある通り管理に必要な情報

が異なるため、機能IDは分けて定

義すべきかと思います。

その他

原付・小型特殊で他市廃車を受け

付ける場合、市町村間で情報の確

認をしますが、最も重要な情報は

「納税義務者」です。

本要件について、原付と二輪で同

定義としても、分けて定義して

も、どちらでも良いと思います

が、分けて定義をする場合であっ

ても、「納税義務者」の項目は必

要と考えます。（所有者と使用者

それぞれの情報を保持する場合で

あっても、納税義務者「所有者に

同じ」「使用者に同じ」「（空

欄）」（空欄は二輪想定（抹消の

申告書からは納税義務者が分から

ないため））の項目を設ける）

原付と二輪では管理項目が多少異

なると思いますが、運用で対応

（必要項目のみ入力、それ以外は

空欄で処理可）できるのであれ

ば、問題ないと思います。

賛成

「小型二輪及び軽二輪」について

は同一のナンバーで課税地が変わ

る場合もあり（同一県内で転出し

て市町村が変更になった場合

等）、「他の地方団体で標識交付

を行った車両について」という文

言に該当しない場合もあることか

ら、機能要件を分けるべきではな

いかと考えます。

その他

「小型二輪及び軽二輪」で管理す

べき項目を精査した上で、当件を

分けて定義すべきか検討する必要

があると考えます。

なお、「小型二輪及び軽二輪」で

管理すべき項目は、elTAXの団体

間回送システムでやり取りされる

データ項目に合わせるべきと考え

ます。

ベンダから：elTAXの団体間回送

システムのデータ項目が現在の要

件に一致しない場合は、別途定義

するもしくは項目毎に管理有無を

わかるように記載する必要があり

ます。

賛成

　機能要件を分けて別に管理され

ることに異論はありません。

　「二輪車等に係る申告手続（税

止め）の簡素化への対応」におい

て、団体間でやり取りするファイ

ルのレイアウトは「小型二輪及び

軽二輪」と「原付及び小型特殊」

は同じ形式となります。

その他 異論はございません。 賛成

「小型二輪及び軽二輪」と「原付

及び小型特殊」に分けて問題な

し。

また、旧所有者・旧使用者を納税

義務者情報に変更するのも基本

データリストに則った内容である

ため、問題ありません。

反対

項目の管理方法は各ベンダのシス

テム構成によると思われますが、

管理項目として保持していれば要

件を満たしていると考えます。

※本機能IDは実装必須となってい

ますが、入力項目として項目を保

持していれば入力の必須・任意に

ついては問われていないと判断し

たため。

反対

原付・二輪にそれぞれ必要な項目

が不足している訳でないのであれ

ば、機能を分ける必要は無いと考

えています。

反対

定義の問題であれば「他の地方団

体で標識交付を行った車両につい

て、廃車申告内容を管理（設定・

保持・修正）できること。」で１

つでいいのではないでしょうか。

わざわざ車種で要件を分けること

に意味を感じません。

各社とも標準仕様書の機能IDごと

の資料など整理していると思いま

すので、意味なく機能IDを増やす

ということは避けていただきたい

です。

「小型二輪及び軽二輪」と「原付

及び小型特殊」について管理し、

車種にあった項目について管理す

ることという記載であれば問題無

いと思います。

賛成 その他 意見無し。

特段機能を分割する必要はないと判断したが、機能要件の記載を以下のとおり修正する。「納税義務者」の項目が必要で

あるため、「納税義務者区分」として定義した。また、車種にあった項目を管理することを明記した。

■改定後

・機能要件

他の地方団体で課税していた標識交付を行った車両について、廃車申告内容を「小型二輪及び軽二輪」と「原付及び小型

特殊」の車種にあった項目を管理（設定・保持・修正）できること。

＜他の地方団体で課税していた標識車両の廃車申告情報＞

申告年月日

異動年月日（廃車年月日）

事由

他の地方団体情報（地方団体名、課税物件異動通知書送付年月日）

納税義務者区分情報（氏名（名称）・住所（所在地））

旧所有者（氏名（名称）・住所（所在地））

旧使用者（氏名（名称）・住所（所在地））

・4.0版への改定理由

「二輪車等に係る申告手続きの簡素化への対応」のため、小型二輪、軽二輪についても他の地方団体の情報が必要とな

る。小型二輪、軽二輪の税申告書には旧納税義務者情報がなく、旧所有者情報、旧使用者情報しかないため、旧納税

義務者情報を旧所有者情報、旧使用者情報にを追加修正した。

65 軽自動車税 130211 ②：要件変更 ①：新規意見

他の地方団体で標識交付を行った車両について、廃車申告内容を管理（設

定・保持・修正）できること。

＜他の地方団体標識車両の廃車申告情報＞

申告年月日

異動年月日（廃車年月日）

事由

他の地方団体情報（地方団体名、課税物件異動通知書送付年月日）

旧所有者（氏名（名称）・住所（所在地））

旧使用者（氏名（名称）・住所（所在地））

旧標識番号

また、以下の項目については自団体における新規登録の内容と共通した内容

で登録ができ、個別に修正もできること。

＜他の地方団体の車両情報＞

種別

車台番号

車名

総排気量又は定格出力

排気区分

型式

型式認定番号

原動機型式

他の地方団体で標識交付を行った車両について、廃車申告内容を管理（設

定・保持・修正）できること。

＜他の地方団体標識車両の廃車申告情報＞

申告年月日

異動年月日（廃車年月日）

事由

他の地方団体情報（地方団体名、課税物件異動通知書送付年月日）

納税義務者情報（氏名（名称）・住所（所在地））

旧標識番号

また、以下の項目については自団体における新規登録の内容と共通した内容

で登録ができ、個別に修正もできること。

＜他の地方団体の車両情報＞

種別

車台番号

車名

総排気量又は定格出力

排気区分

型式

型式認定番号

原動機型式

④：現行事務処理・現

行機能の踏襲

現在の事務では、自治体間で軽二輪・小型二輪の課税物件異

動通知書の発行を行っていません。

当要件内の項目に型式認定番号が含まれてしまっているよう

に、原付と二輪で管理が必要になる情報が異なるため、当要

件は原付・小型特殊に限定した要件とし、（今後自治体で軽

二輪、小型二輪の課税物件異動通知書発行が必要になるので

あれば）軽二輪、小型二輪の同要件は別機能IDとして設けた

方がよいと考えます。

軽二輪、小型二輪は、陸運局で手続し、その内容が自治体へ

回送されるはずであるため。

④：スクラッチ開発で

実装
事業者 要検討 要検討 照会 ※No.57と同様のため回答不要 ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様のため回答不要 ー ※No.57と同様

全国意見照会を踏まえた対応方針 WT構成員（A市）回答欄
意見発出者

（選択肢から選択）

WT構成員（N市）ご回答欄
業務

（選択肢から選択）

機能ID 意見の分類

（選択肢から選択）

新規意見区分

（選択肢から選択）

要件 意見の根拠
運用想定

現行システム区分

（選択肢から選択）

WT構成員（J市）ご回答欄WT構成員（C市）ご回答欄 WT構成員（M市）ご回答欄WT構成員（B市）ご回答欄

対応方針

WT構成員（D市）ご回答欄 WT構成員（E市）ご回答欄 WT構成員（G市）ご回答欄 WT構成員（H市）ご回答欄 WT構成員（I市）ご回答欄 WT構成員（P市）ご回答欄 WT構成員（Q市）ご回答欄 WT構成員（×市）ご回答欄WT構成員（F市）ご回答欄 WT構成員（K市）ご回答欄 WT構成員（L市）回答欄 WT構成員（R市）ご回答欄WT構成員（O市）ご回答欄



③仕様書改定案（帳票要件 等）に関するご意見

No. 修正前 修正後 分類（選択肢から選択） 詳細
大分類

（事務局方針）

中分類

（変更管理）

構成員（WT）

確認
対応内容

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針

（対応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針（対

応内容）への回答
回答の理由・詳細など

全国意見照会を踏まえた対応方針（対

応内容）への回答
回答の理由・詳細など

75 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

標識交付証

明書
14 所有者

②：要件変

更

①：新規意

見

項目名称を"納税義務者"とし、該当の納税義

務者データを出力する。

④：現行事務処理・現

行機能の踏襲

納税義務者と異なる場合のみ所有者及び使用者を管理してい

るため、現行管理情報の多くが、該当データなしとして空欄

出力されてしまう。納税義務者情報は最重要項目であるた

め、適切な印字が求められる。正常な帳票発行のためには、

抜本的な情報管理の見直し及び現保持データの修正が必要と

なり、膨大な業務が生じる。

納税義務者情報を軸に、紐づく所有者及び使用者情

報を出力することで、追加業務を発生させることな

く適当な帳票を発行することができる。

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映する 修正 照会

諸元表の「内容」を以下の通り修正し

ます。

・項番16-18

原案（項番16-17）「」、（項番

18）「"所有者"または"使用者"」

改案「所有者と同じ場合は空欄又は”

所有者に同じ"と出力」

賛成 賛成 賛成 賛成 特に意見なし 賛成
改案の内容が望ましいと考えられるた

め
賛成

No.78の意見にある通り、使用者情

報は不要と考えますが、現帳票レイア

ウトに沿うことが前提の対応方針である

ならば賛成です。

その他

意見のとおり、最重要項目である「納

税義務者」を軸とし、それに付随する

情報として「所有者」「使用者」の情報

がある、という組み立ての方が分かりや

すく、運用しやすいと考えます。

対応内容に記載の方向で修正するの

であれば、納税義務者が所有者と同じ

場合でも、空欄ではなく「所有者に同

じ」と入った方がよいと思います。

賛成 賛成 －
　照会内容について回答する立場にご

ざいません。
その他 異論はございません。 その他

№78-82の意見に同意する形になる

か思いますが、所有者欄、使用者欄を

標準オプション項目とし、納税義務者

欄を実装必須項目として追加すること

を希望します。（仕様書上のレイアウ

トは所有者欄、使用者欄を削除し、

納税義務者欄のみへ変更する）

弊社の現行パッケージが納税義務者

欄のみ設けている状況です。

納税義務者区分には「"所有者"また

は"使用者"」が印字されれば、問題な

いと考えます。

反対

既に開発済みのベンダもあると想定さ

れるので、ここでの仕様変更は開発に

影響があると考えます。

項番16-17については、修正前の状

態（所有者情報、使用者情報をそれ

ぞれ印字する）と変更案のどちらも許

容するようにしていただければ、開発に

一番影響がないと考えます。

項番18については、修正前のままで良

いと考えます。

その他

現行の仕様で現行システムでは支障

ない為、改修は不要と考えている。

改案についてだが、所有者と同じ場合

は空欄ではなく必ず「所有者に同じ」と

出力する仕様にした方が運用上の誤

認を防げると考えられる。

反対

変更するのであれば「所有者と同じ場

合は空欄又は”所有者に同じ"と出力

も可とする。」という表現にしてほしい。

既に元の仕様のとおり実装して自治体

へも展開しており、改案の内容で作り

直すことでさらなる標準準拠システム開

発の遅れにつながります。

明らかな誤りで無ければ元々の仕様を

否定する改変は標準準拠システム適

用のための障害になるため、考慮をお

願いいたします。

その他

「所有者に同じ」と出力する点は賛同しますが、空欄は避けるべきと考えま

す。改竄の防止や意図的に印字していないのか、不明なのか等、様々な解

釈が発生してしまうためです。発行時に何らかの理由で内容変更が必要な

場合は、機能ID0130196で実現できると考えています。

また、納税義務者区分（項番18）について、使用者に同じ場合は「使用

者に同じ」と出力する想定でしょうか。その想定でしたら、現仕様で満たすため

変更不要かと考えます。

諸元表の「内容」を以下の通り修正します。

・項番16-18

原案（項番16-17）「」、（項番18）「"所有者"または"使用者"」

改案「所有者と同じ場合は空欄又は”所有者に同じ"と出力も可とする。」

76 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

標識交付証

明書
16 使用者

②：要件変

更

①：新規意

見

”納税義務者”と異なる場合は該当データを出

力する。

”納税義務者”と同じ場合は空欄又は"納税義務

者に同じ"と出力する。

④：現行事務処理・現

行機能の踏襲

納税義務者と異なる場合のみ使用者を管理しているため、現

行管理情報の多くが、該当データなしとして空欄出力されて

しまう。使用者情報は定置場根拠たる情報であるため、義務

者情報に次いで重視し、適切な印字が求められる。正常な帳

票発行のためには、抜本的な情報管理の見直し及び現保持

データの修正が必要となり、膨大な業務が生じる。

納税義務者情報を軸に使用者情報を出力すること

で、追加業務を発生させることなく適当な帳票を発

行することができる。

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.75と同様のため回答不要 ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー

77 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

標識交付証

明書
18

納税義務者

区分

②：要件変

更

①：新規意

見
"所有者"または"使用者"

”納税義務者”と異なる場合は該当データを出

力する。

”納税義務者”と同じ場合は空欄又は"納税義務

者に同じ"と出力する。

④：現行事務処理・現

行機能の踏襲

納税義務者と異なる場合のみ所有者を管理しているため、現

行管理情報の多くが、該当データなしとして空欄出力されて

しまう。また、所有者は義務者と同一であることが多く、異

なる場合も、賦課に直接関係しないため重視していない。

納税義務者情報を軸に、紐づく所有者情報を出力す

ることで、追加業務を発生させることなく適当な帳

票を発行することができる。

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.75と同様のため回答不要 ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー

78 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

標識交付証

明書
14

所有者　住

所（所在

地）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいもので、所有者、使用者の表記を実

装必須項目とすることは過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。標識交付証明書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.75と同様のため回答不要 ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー

79 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

標識交付証

明書
15

所有者　氏

名（名称）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいもので、所有者、使用者の表記を実

装必須項目とすることは過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。標識交付証明書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.75と同様のため回答不要 ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー

80 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

標識交付証

明書
16

使用者　住

所（所在

地）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいもので、所有者、使用者の表記を実

装必須項目とすることは過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。標識交付証明書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.75と同様のため回答不要 ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー

81 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

標識交付証

明書
17

使用者　氏

名（名称）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいもので、所有者、使用者の表記を実

装必須項目とすることは過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。標識交付証明書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.75と同様のため回答不要 ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー

82 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

標識交付証

明書
18

納税義務者

区分

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいもので、所有者、使用者の表記を実

装必須項目とすることは過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。標識交付証明書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.75と同様のため回答不要 ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー ※No.75と同様のため回答不要 ー

83 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

廃車申告受

付書
6

所有者　住

所（所在

地）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものであり、廃車申告受付書におい

ても同様に所有者、使用者の表記を実装必須項目とすること

は過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会

諸元表の「内容」を以下の通り修正し

ます。

・項番8-10

原案（項番8-9）「」、（項番10）

「"所有者"または"使用者"」

改案「所有者と同じ場合は空欄又は”

所有者に同じ"と出力」

賛成 賛成 賛成 賛成

所有者と使用者が異なる場合は表示

する必要があるので、「対応内容」の改

案が良いと考えます。

賛成
改案の内容が望ましいと考えられるた

め
賛成

No.78の意見にある通り、使用者情

報は不要と考えますが、現帳票レイア

ウトに沿うことが前提の対応方針である

ならば賛成です。

その他

意見のとおり、最重要項目である「納

税義務者」を軸とし、それに付随する

情報として「所有者」「使用者」の情報

がある、という組み立ての方が分かりや

すく、運用しやすいと考えます。

対応内容に記載の方向で修正するの

であれば、納税義務者が所有者と同じ

場合でも、空欄ではなく「所有者に同

じ」と入った方がよいと思います。

その他

この意見を反映するならば、「項番8-

10」を削除し、「項番6-7」の印字項

目を「所有者」ではなく「納税義務者」

とし、納税義務者の住所・氏名のみが

記載されるようにすべきではないかと思

います。

賛成 －
　照会内容について回答する立場にご

ざいません。
その他 異論はございません。 その他

№83-87の意見に同意する形になる

か思いますが、所有者欄、使用者欄を

標準オプション項目とし、納税義務者

欄を実装必須項目として追加すること

を希望します。（仕様書上のレイアウ

トは所有者欄、使用者欄を削除し、

納税義務者欄のみとする）

弊社の現行パッケージが納税義務者

欄のみ設けている状況です。

納税義務者区分には「"所有者"また

は"使用者"」が印字されれば、問題な

いと考えます。

反対

既に開発済みのベンダもあると想定さ

れるので、ここでの仕様変更は開発に

影響があると考えます。

項番8-9については、修正前の状態

（所有者情報、使用者情報をそれぞ

れ印字する）と変更案のどちらも許容

するようにしていただければ、開発に一

番影響がないと考えます。

項番10については、修正前のままで良

いと考えます。

その他

現行の仕様で現行システムでは支障

ない為、改修は不要と考えている。

改案についてだが、所有者と同じ場合

は空欄ではなく必ず「所有者に同じ」と

出力する仕様にした方が運用上の誤

認を防げると考えられる。

反対

変更するのであれば「所有者と同じ場

合は空欄又は”所有者に同じ"と出力

も可とする。」という表現にしてほしい。

既に元の仕様のとおり実装して自治体

へも展開しており、改案の内容で作り

直すことでさらなる標準準拠システム開

発の遅れにつながります。

明らかな誤りで無ければ元々の仕様を

否定する改変は標準準拠システム適

用のための障害になるため、考慮をお

願いいたします。

その他

「所有者に同じ」と出力する点は賛同しますが、空欄は避けるべきと考えま

す。改竄の防止や意図的に印字していないのか、不明なのか等、様々な解

釈が発生してしまうためです。発行時に何らかの理由で内容変更が必要な

場合は、機能ID0130196で実現できると考えています。

また、納税義務者区分（項番10）について、使用者に同じ場合は「使用

者に同じ」と出力する想定でしょうか。その想定でしたら、現仕様で満たすため

変更不要かと考えます。

諸元表の「内容」を以下の通り修正します。

・項番8-10

原案（項番8-9）「」、（項番10）「"所有者"または"使用者"」

改案「所有者と同じ場合は空欄又は”所有者に同じ"と出力も可とする。」

84 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

廃車申告受

付書
7

所有者　氏

名（名称）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものであり、廃車申告受付書におい

ても同様に所有者、使用者の表記を実装必須項目とすること

は過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.83と同様のため回答不要 ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー

85 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

廃車申告受

付書
8

使用者　住

所（所在

地）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものであり、廃車申告受付書におい

ても同様に所有者、使用者の表記を実装必須項目とすること

は過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.83と同様のため回答不要 ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー

86 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

廃車申告受

付書
9

使用者　氏

名（名称）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものであり、廃車申告受付書におい

ても同様に所有者、使用者の表記を実装必須項目とすること

は過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.83と同様のため回答不要 ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー

87 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130096

廃車申告受

付書
10

納税義務者

区分

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者、納税義務者区分は実装必須

項目

所有者、使用者、納税義務者区分の表示に代

わって「納税義務者」を表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものであり、廃車申告受付書におい

ても同様に所有者、使用者の表記を実装必須項目とすること

は過剰な要件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に10件以上

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.83と同様のため回答不要 ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー ※No.83と同様のため回答不要 ー

88 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130103

照会事項回

答書（汎

用）

14
所有者氏名

（名称）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者の氏名（名称）、かな、住

所、生年月日は実装必須項目

所有者、使用者の表示に代わって「納税義務

者」として表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものである。そのため、照会事項回

答書においても納税義務者の情報を回答すればよいもので、

所有者、使用者の表記を実装必須項目とすることは過剰な要

件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に３件程度

③：現行システムでは

使用していない帳票
担当課 反映する 修正 照会

諸元表の「内容」を以下の通り修正し

ます。

・項番18-21

原案「」

改案「所有者と同じ場合は空欄又は”

所有者に同じ"と出力」

賛成 賛成 賛成 賛成

所有者と使用者が異なる場合は表示

する必要があるので、「対応内容」の改

案が良いと考えます。

賛成
改案の内容が望ましいと考えられるた

め
賛成

No.78の意見にある通り、使用者情

報は不要と考えますが、現帳票レイア

ウトに沿うことが前提の対応方針である

ならば賛成です。

賛成 賛成 賛成 －
　照会内容について回答する立場にご

ざいません。
その他 異論はございません。 その他

№88-95の意見に同意する形になる

か思いますが、所有者欄、使用者欄を

標準オプション項目とし、納税義務者

欄を実装必須項目として追加すること

を希望します。（仕様書上のレイアウ

トは所有者欄、使用者欄を削除し、

納税義務者欄のみへ変更する）

標識交付証明書及び廃車申告受付

書と同様に、納税義務者区分が印字

されれば、問題ないと考えます。

反対

既に開発済みのベンダもあると想定さ

れるので、ここでの仕様変更は開発に

影響があると考えます。

項番18-21については、修正前の状

態（所有者情報、使用者情報をそれ

ぞれ印字する）と変更案のどちらも許

容するようにしていただければ、開発に

一番影響がないと考えます。

その他

現行の仕様で現行システムでは支障

ない為、改修は不要と考えている。

改案についてだが、所有者と同じ場合

は空欄ではなく必ず「所有者に同じ」と

出力する仕様にした方が運用上の誤

認を防げると考えられる。

反対

変更するのであれば「所有者と同じ場

合は空欄又は”所有者に同じ"と出力

も可とする。」という表現にしてほしい。

既に元の仕様のとおり実装して自治体

へも展開しており、改案の内容で作り

直すことでさらなる標準準拠システム開

発の遅れにつながります。

明らかな誤りで無ければ元々の仕様を

否定する改変は標準準拠システム適

用のための障害になるため、考慮をお

願いいたします。

その他

「所有者に同じ」と出力する点は賛同しますが、空欄は避けるべきと考えま

す。改竄の防止や意図的に印字していないのか、不明なのか等、様々な解

釈が発生してしまうためです。発行時に何らかの理由で内容変更が必要な

場合は、機能ID0130158で実現できると考えています。

諸元表の「内容」を以下の通り修正します。

・項番18-21

原案「」

改案「所有者と同じ場合は空欄又は”所有者に同じ"と出力も可とする。」

89 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130103

照会事項回

答書（汎

用）

15
所有者氏名

かな

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者の氏名（名称）、かな、住

所、生年月日は実装必須項目

所有者、使用者の表示に代わって「納税義務

者」として表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものである。そのため、照会事項回

答書においても納税義務者の情報を回答すればよいもので、

所有者、使用者の表記を実装必須項目とすることは過剰な要

件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に３件程度

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.88と同様のため回答不要 ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー

90 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130103

照会事項回

答書（汎

用）

16 所有者住所

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者の氏名（名称）、かな、住

所、生年月日は実装必須項目

所有者、使用者の表示に代わって「納税義務

者」として表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものである。そのため、照会事項回

答書においても納税義務者の情報を回答すればよいもので、

所有者、使用者の表記を実装必須項目とすることは過剰な要

件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に３件程度

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.88と同様のため回答不要 ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー

91 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130103

照会事項回

答書（汎

用）

17
所有者生年

月日

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者の氏名（名称）、かな、住

所、生年月日は実装必須項目

所有者、使用者の表示に代わって「納税義務

者」として表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものである。そのため、照会事項回

答書においても納税義務者の情報を回答すればよいもので、

所有者、使用者の表記を実装必須項目とすることは過剰な要

件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に３件程度

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.88と同様のため回答不要 ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー

92 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130103

照会事項回

答書（汎

用）

18
使用者氏名

（名称）

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者の氏名（名称）、かな、住

所、生年月日は実装必須項目

所有者、使用者の表示に代わって「納税義務

者」として表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものである。そのため、照会事項回

答書においても納税義務者の情報を回答すればよいもので、

所有者、使用者の表記を実装必須項目とすることは過剰な要

件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に３件程度

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.88と同様のため回答不要 ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー

93 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130103

照会事項回

答書（汎

用）

19
使用者氏名

かな

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者の氏名（名称）、かな、住

所、生年月日は実装必須項目

所有者、使用者の表示に代わって「納税義務

者」として表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものである。そのため、照会事項回

答書においても納税義務者の情報を回答すればよいもので、

所有者、使用者の表記を実装必須項目とすることは過剰な要

件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に３件程度

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.88と同様のため回答不要 ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー

94 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130103

照会事項回

答書（汎

用）

20 使用者住所

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者の氏名（名称）、かな、住

所、生年月日は実装必須項目

所有者、使用者の表示に代わって「納税義務

者」として表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものである。そのため、照会事項回

答書においても納税義務者の情報を回答すればよいもので、

所有者、使用者の表記を実装必須項目とすることは過剰な要

件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に３件程度

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.88と同様のため回答不要 ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー

95 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130103

照会事項回

答書（汎

用）

21
使用者生年

月日

④：機能分

類変更（実

装必須→標

準オプショ

ン/実装不

可）

①：新規意

見

所有者、使用者の氏名（名称）、かな、住

所、生年月日は実装必須項目

所有者、使用者の表示に代わって「納税義務

者」として表示
⑤：過剰な要件

地方税法第463条の19により、種別割の納税義務者は当該市

町村の条例で定めるところにより、総務省令で定める様式

（第33号の５様式　軽自動車税（種別割）申告（報告）書兼

標識交付申請書）により、申告書又は報告書を市町村長に提

出しなければならないと規定されているため、条例におい

て、新たに原動機付自転車等の所有者等となった者への標識

及び標識交付証明書の交付について定めている。

当該標識は、課税していることを示すものであるため、標識

交付証明書は、納税義務者へ課税客体に標識を交付した旨の

証明書を交付すればよいものである。そのため、照会事項回

答書においても納税義務者の情報を回答すればよいもので、

所有者、使用者の表記を実装必須項目とすることは過剰な要

件であるため。

システム上の入力は、納税義務者及び使用者を「所

有者と同じ」と設定し、所有者に納税義務者の情報

を入力する。廃車申告受付書への表示は納税義務者

の氏名（名称）及び住所（所在地）のみを表示（記

載）する想定

使用頻度は１日に３件程度

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.88と同様のため回答不要 ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー ※No.88と同様のため回答不要 ー

133 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
0130036

納税通知書

（納付書払

い）（納付

書一体型専

用紙）

3 口座番号
⑥：表現の

見直し

①：新規意

見

備考欄「一部又は全部を伏字で表示できるこ

と」
備考欄「」（削除する） ⑧：業務精度向上

加入者口座番号は個人情報ではないため、「一部又は全部を

伏字で表示できること」は不要と考えます。

（公開もされてます）

変更なし

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

事業者 反映する 修正 照会
ご意見を踏まえ、当該文言は削除し

ます。
賛成 賛成 賛成 賛成 特に意見なし 賛成 不要であると考えられるため 賛成 賛成 賛成 賛成 －

　照会内容について回答する立場にご

ざいません。
その他 異論はございません。 賛成 賛成 賛成 意見の根拠に同意です。 賛成 賛成 備考欄「一部又は全部を伏字で表示できること」の文言を削除する。

135 軽自動車税
帳票レイア

ウト
0130036

納税通知書

（納付書払

い）（納付

書一体型専

用紙）

税額、合計

金額など

⑥：表現の

見直し

①：新規意

見
全角表記 半角表記 ⑧：業務精度向上

納付書部分に印字される金額項目は半角で定義されています

が、通知書部分は全角になっており、統一感がありません。
変更なし

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

事業者 反映する 修正 照会

ご意見を踏まえ、税額、合計金額を

全角から半角に改定する方針ですが、

現在の開発状況を踏まえた影響を賛

否をご回答ください。

賛成

当該の仕様変更に賛成した場合にお

いても、システム開発上は特段支障あ

りません。

賛成 賛成 賛成 特に意見なし 賛成 半角が望ましいと考えられるため 賛成 賛成 賛成 賛成

開発事業者にも問い合わせ、変更と

なっても特に問題ないとの回答をいただ

きました。現状の帳票でも半角で出力

されているため、半角で統一することに

問題ありません。

賛成
税額、合計金額を全角から半角に変

更いただいても影響はございません。

　照会内容について回答する立場にご

ざいません。
その他 異論はございません。 賛成 その他

全角でも半角でも、どちらでも問題あり

ません。
賛成 意見の根拠に同意です。 賛成

弊社導入団体で全角の自治体様は

ございません。半角が一般的であると

考えます。

賛成

全角から半角にする程度なら、開発への影響は最小限と考えています。

それよりも、利用する住民にとって見やすい、見栄えのよい様式にしておくこと

の方が重要と考えております。

税額、合計金額を全角から半角に改定する。

137 軽自動車税
帳票レイア

ウト
0130036

納税通知書

（納付書払

い）（納付

書一体型専

用紙）

督促手数

料、

合計金額、

課税年度

⑥：表現の

見直し

①：新規意

見

延滞金　　　賦課年度　課税年度

督促手数料　合計金額

の配置

延滞金　　賦課年度

合計金額　課税年度

の配置（督促手数料を削除＋配置変更）

⑥：住民サービス向上

現在の帳票レイアウトの配置では、窓枠から個人情報（納税

義務者住所、氏名）が見切れてしまう可能性が非常に高く、

個人情報流出の危険性が高いことが懸念されます。

よって、納税義務者欄～合計金額までの項目を領収日付印に

重ならないよう可能な限り下へ移動させるべきと考えます。

また、より窓枠と納税義務者情報との間に余白を設けられる

よう（封筒内で帳票が偏った場合に対処）、諸元表でオプ

ション項目となっている督促手数料を削除し、延滞金の下に

合計金額を配置、賦課年度の下に課税年度を配置することが

望ましいかと考えます。（これでさらに全体的に下へ移動さ

せることができます）

変更なし

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

事業者 反映する 修正 照会
ご意見を踏まえ、レイアウトを見直す方

針で検討します。
賛成 賛成 賛成 賛成 特に意見なし 賛成

レイアウトの変更が望ましいと考えられ

るため
賛成 賛成 その他

意見のとおり、レイアウトの配置は検討

し直す必要があるとは思いますが、当

市では令和4年度まで督促手数料を

徴収しており、過年度分の帳票を出力

する場合に「督促手数料」の項目が削

除されると困ります。

「納期限」「賦課年度」「課税年度」

「税額」「標識番号」

「督促手数料」「車種」

「延滞金」「合計金額」

というようなレイアウトに変更することで

対応できないでしょうか。

賛成

納税義務者欄～合計金額までの項

目を領収日付印に重ならないよう可

能な限り下へ移動させる件については

賛同しますが、現在も管理（及び印

字可能と）していることから、督促手数

料の項目は残す考えです。

督促手数料を残す場合、納税義務

者欄～合計金額までを第3.0版の帳

票レイアウトの配置のまま、可能な限り

下へ移動させる方針です。

　照会内容について回答する立場にご

ざいません。
その他 異論はございません。 賛成 その他 賛成

現在の帳票レイアウトの配置では、窓

枠から個人情報が見切れてしまうことに

ついては、同意見です。

ただ、標準オプション項目である督促

手数料を削除してしまった場合、督促

手数料を印字するスペースがなくなって

しまうため、問題があると考えます。

弊社としては、収納側の「0140038：

口座振替不能通知兼納付書（専用

紙）」「0140104：督促状兼納付書

（個人住民税・森林環境税）（専

用紙)  」等と宛名部分を同じ位置でレ

イアウトする必要があると認識しておりま

す。

それをベースに、「0130036：納税通

知書（納付書払い）（納付書一体

型専用紙）」の帳票レイアウトに沿って

賛成 意見の根拠に同意です。 反対

収納の帳票レイアウト「帳票

ID014129_納付書」では、「領収証

書部分（軽自動車税にて定義）」と

記載があります。つまり収納管理システ

ムとレイアウトを共用しているので、督

促料の削除はNGではないでしょうか。

変更の際は他業務への影響を考慮す

る観点を常に持つべきです。

また、現状設計している中で窓枠から

個人情報（納税義務者住所、氏

名）が見切れてしまうということもありま

せんので、弊社は問題視しておりませ

ん。レイアウトの見直し自体が不要の

認識です。

賛成 変更後案の様式を強く希望します。
意見を踏まえ、レイアウトを見直す。

また、「督促手数料」は標準オプション項目であるため、印字可能である。

138 軽自動車税
帳票レイア

ウト
0130040

納税通知書

（口座振

替）（汎用

紙）

お問い合わ

せ先

⑥：表現の

見直し

①：新規意

見

お問い合わせ先の表記（お問い合わせ先の見

出しや配置）が他帳票と異なる

お問い合わせ先の表記（お問い合わせ先の見

出しや配置）を他帳票と統一
⑥：住民サービス向上

当帳票のお問い合わせ先の配置が、他帳票と異なっていま

す。ユーザビリティ向上、受け取る住民に疑問等を発生させ

ないようにするため、配置は統一した方がよいと考えます。

（減免申請書も異なっているため、統一をお願いします）

変更なし

①：現行システムで

パッケージ標準で実装

している帳票

事業者 反映する 修正 照会

ご意見を踏まえ、問い合わせ先の見出

しを追加する方針で検討します。配置

については他帳票と同様に右下に配

置しており、また、帳票レイアウトと完全

準拠を要求するものではございません

ので、変更はしない方針とします。

賛成 賛成 賛成 賛成 特に意見なし 賛成
見出しの追加が望ましいと考えられるた

め
賛成 賛成 賛成 賛成 －

　照会内容について回答する立場にご

ざいません。
その他 異論はございません。 賛成 賛成 賛成 意見の根拠に同意です。 賛成 賛成

見出しの追加は強く希望します。

配置について、右下に配置されている点は異論ありませんが、当帳票だけ郵

便番号と住所が一行で配置されています。他帳票は一段目に郵便番号、

二段目に住所が配置されているため、当帳票も合わせるべきと考えます。

また、照会事項回答書の問合せ先の見出しが帳票レイアウト上から消えてし

まっていますので、復活をお願いいたします。

問い合わせ先の見出しを追加する。

165 軽自動車税
帳票レイア

ウト
0130036

納税通知書

（納付書払

い）（納付

書一体型専

用紙）

25

督促手数

料、

合計金額、

課税年度

⑥：表現の

見直し

①：新規意

見

延滞金　　　賦課年度　課税年度

督促手数料　合計金額

の配置

延滞金　　賦課年度

合計金額　課税年度

の配置（督促手数料を削除＋配置変更）

⑥：住民サービス向上

現在の帳票レイアウトの配置では、窓枠から個人情報（納税

義務者住所、氏名）が見切れてしまう可能性が高く、個人情

報流出を懸念しています。

よって、納税義務者欄～合計金額までの項目を領収日付印に

重ならないよう可能な限り下へ移動させるべきと考えます。

また、より窓枠と納税義務者情報との間に余白を設けられる

よう（封筒内で帳票が偏った場合に対処）、諸元表でオプ

ション項目となっている督促手数料を削除し、延滞金の下に

合計金額を配置、賦課年度の下に課税年度を配置することが

望ましいかと考えます。（これでさらに全体的に下へ移動さ

せることができます）

変更なし
④：スクラッチ開発で

実装
事業者 反映する 修正 照会 ※No.137と同様のため回答不要 ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー ※No.137と同様のため回答不要 ー

166 軽自動車税
帳票レイア

ウト
0130040

納税通知書

（口座振

替）（汎用

紙）

24
お問い合わ

せ先

⑥：表現の

見直し

①：新規意

見

お問い合わせ先の表記（お問い合わせ先の見

出しや配置）が他帳票と異なる

お問い合わせ先の表記（お問い合わせ先の見

出しや配置）を他帳票と統一
⑥：住民サービス向上

当帳票のお問い合わせ先の配置が、他帳票と異なっていま

す。ユーザビリティ向上、受け取る住民に疑問等を発生させ

ないようにするため、配置は統一した方がよいと考えます。

（減免申請書も異なっているため、統一をお願いします）

変更なし
④：スクラッチ開発で

実装
事業者 反映する 修正 照会 ※No.138と同様のため回答不要 ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー

287 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130040

納税通知書

（口座）
40

問い合わせ

先

⑥：表現の

見直し

①：新規意

見
左記帳票の問い合わせ先のタイトルがない

問い合わせ先を挿入して、他の帳票と合わせ

てほしいです。
⑧：業務精度向上

問い合わせ﨑がほかの軽自動車税の帳票とレイアウトが違う

ため、統一していただけないものか。

出力の配置やレイアウトを統一し、市民の方に見や

すいものであるべきもののため

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会 ※No.138と同様のため回答不要 ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー ※No.138と同様のため回答不要 ー

288 軽自動車税
帳票印字項

目・諸元表
130052

軽自動車税

（種別割）

減免申請書

52
問い合わせ

先

⑥：表現の

見直し

①：新規意

見
左記帳票の問い合わせ先のタイトルがない

問い合わせ先を挿入して、他の帳票と合わせ

てほしいです。
⑧：業務精度向上

問い合わせ﨑がほかの軽自動車税の帳票とレイアウトが違う

ため、統一していただけないものか。

出力の配置やレイアウトを統一し、市民の方に見や

すいものであるべきもののため

②：現行システムでカ

スタマイズを実施して

いる帳票

担当課 反映する 修正 照会
ご意見を踏まえ、問い合わせ先の見出

しを追加する方針で検討します。
賛成 賛成 賛成 賛成 特に意見なし 賛成

見出しの追加が望ましいと考えられるた

め
賛成 賛成 賛成 賛成 －

　照会内容について回答する立場にご

ざいません。
その他 異論はございません。 賛成 賛成 賛成 意見の根拠に同意です。 賛成 賛成 見出しの追加を強く希望します。 問い合わせ先の見出しを追加する。

WT構成員（R市）ご回答現行システム区分

（選択肢から選択）

意見発出者

（選択肢から選択）

全国意見照会を踏まえた対応方針 WT構成員（A市）回答 WT構成員（C市）ご回答 WT構成員（I市）ご回答
項目名称

業務

（選択肢から

仕様書改定

案の対象
帳票ID 帳票名 項目番号

意見の根拠
運用想定

意見の分類

（選択肢から

新規意見区

分

要件
対応方針

WT構成員（B市）ご回答 WT構成員（D市）ご回答 WT構成員（E市）ご回答 WT構成員（G市）ご回答 WT構成員（H市）ご回答 WT構成員（P市）ご回答 WT構成員（Q市）ご回答 WT構成員（×市）ご回答WT構成員（F市）ご回答 WT構成員（K市）ご回答 WT構成員（L市）ご回答 WT構成員（M市）ご回答 WT構成員（N市）ご回答 WT構成員（O市）ご回答WT構成員（J市）ご回答


